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（１）中間評価の手法について

１ 中間評価・事業検討結果について

施策体系

役 割 施 策 連携事業(４６事業)

圏域全体の経済
成長のけん引

創業支援の連携
産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域
の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

高次の都市機能
の集積・強化

高等教育・研究開発の環境整備

その他、都市機能の集積・強化

地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

大学等による地域課題解決に向けた研究の推進

戦略的な観光施策

農水産物等特産品販路拡大ほか２事業

広域連携による周遊観光の推進

クルーズ船入港体制整備ほか３事業

世界遺産の保全活用ほか５事業

圏域全体の生活
関連機能サービスの

向上

生活機能の強化

結びつきやネットワークの強化

圏域マネジメント能力の強化

地域医療の確保に関する取組ほか19事業

男女共同参画推進啓発ほか３事業

海上交通(航路)の維持・活性化ほか５事業

KPI設定 5段階評価



（２）ＫＰＩの進捗状況について

圏域内総生産額 146,982 千万円 158,913 千万円 108.1%

a
産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業

促進、地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成
新規創業者数 249 人/年 1,564 人/年 92 人/年 5.9%

新型コロナウイルス感染症の影響により創業者数が減少したも

の

b 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 農水産物総生産額 28,592 百万円/年 38,658 百万円/年 43,371 百万円/年 112.2%

c 戦略的な観光施策 観光入込客数 14,834 千人/年 17,068 千人/年 14,203 千人/年 83.2%
新型コロナウイルス感染症の影響により観光入込客数が減少し

たもの

圏域滞在人口率

（平日）
103 ％ 106.0 ％ 102.9%

圏域滞在人口率

（休日）
103 ％ 106.0 ％ 102.9%

入港船舶回数 89 回 370 回 3 回 0.8%
新型コロナウイルス感染症の影響によりクルーズ船等の入港数

が減少したもの

事業進捗率 ― ％ 100 ％ 50.0 ％ 50.0%

・クルーズ船入港体制：新型コロナウイルス感染症の影響により

　供用開始が遅れているもの

・IR：想定どおりの進捗（区画整備計画認定(2022年冬を想定））

b 高等教育・研究開発の環境整備
大学等との共同研究等に

よる地域課題の解決率
― ％ 50 ％ 16.6 ％ 33.2%

研究内容(地域課題)の抽出方法や大学等との連携が不十分で

あったもの

c その他、都市機能の集積・強化 事業進捗率 ― ％ 100 ％ 16.7 ％ 16.7% 各事業の進捗の遅れ等によるもの

圏域人口の社会動態

（転入者数－転出者数）
▲ 4,501 /5年 ▲ 5,560 人/5年 ― 都市部への転出者数の増加等によるもの

佐世保市以外の住民の

病児保育室登録者数
44 人/年 66 人/年 34 人/年 51.5%

新型コロナウイルス感染症の影響により病児保育室利用者全体

が減少したことによるもの

図書館の貸出利用者数 474,915 人/年 480,000 人/年 343,803 人/年 71.6%
新型コロナウイルス感染症の影響により図書館利用者数全体が

減少したことによるもの

計画種苗に対する供給率 85 ％ 85 ％ 64.0 ％ 75.3% 生産不良や事業中止等によるもの

b 結びつきやネットワークの強化 移住者数 351 人/年 371 人/年 460 人/年 124.0%

c 圏域マネジメント能力の強化 交流職員等の人数 ― 人 4 人 0 人 0.0%
交流希望職種が各自治体で不足しており、交流可能な職種の検討が進

んでいないもの

現状値より向上

a
高度な中心拠点の整備

・広域的公共交通網の構築

ウ　圏域全体の生活関連機能サービスの向上 現状値より向上

イ　高次の都市機能の集積・強化

現状値より向上

施策 指標名 ビジョン策定時 目標値(R５)
備考

実績値(R３)

役割

a 生活機能の強化

ア　圏域全体の経済成長のけん引 現状値より向上

KPI



●25事業で連携による一定以上の効果ありと評価されている。評価点が高かった主な事業は以下のとおり。

No.4 共同物産展の開催(評価点平均3.8)

No.19 障がい福祉サービスの充実(評価点平均3.8)

No.32 水産資源の増殖対策及び漁業生産環境等改善(評価点平均3.8)

No.40 広域圏サポーターの創出(評価点平均3.8)

（３）連携事業の中間評価結果について

平均評価点 ３点以上 ３点未満～２点 ２点未満 計

評価点
5点：連携による相乗効果を十分発揮
4点：連携による効果を実感
3点：連携による効果が一定ある

2点：連携による効果は薄い 1点：連携による効果はない

事業検討の
方向性

参画市町の更なる拡大、
事業拡充の検討

事業の見直しを検討 事業の中止を検討

事業数(％) 25(55％) 18(39％) 3(6％) 46

【役割】

ア経済成長 3(7％) 2(4％) 5(11％)

イ高次都市機能 3(7％) 7(15％) 1(2％) 11(24％)

ウ生活関連機能 19(41％) 9(20％) 2(4％) 30(65％)

●２点未満であった３事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止したものや、事業内容に課題があるも

のであり、連携手法の検討を要すると思われる。

No.14 ポートセールスの推進(評価点平均1.0)

No.27 子供のための音楽鑑賞体験教室(評価点平均1.0)

No.44 人事交流制度による職員のスキルアップ・意識醸成(評価点平均1.7)



役割 事業数
事業検討結果

拡大・拡充 維持・継続 縮小・中止

ア経済成長(No1～No5) 5 0 5 0

イ高次都市機能(No6～No16) 11 1 10 0

ウ生活関連機能(No17～No46) 30
3

うち新規参画２
27 0

計 46 4 42 0

○連携事業検討結果

（４）連携事業の検討結果について

※新規参画市町事業があるため、ビジョン改定を要する(新たな施策への参画はないため、議決(協約の変更)は不要）。

No. 事業名 区分 内容

7
特定複合観光施設(IR)
誘致推進

事業内容の拡充
・IR関連セミナーやイベントの開催など、連携市町へ積極的な情報
共有を行うとともに、連携手法についてIR事業者も交えながら協
議検討を行う。

19
障がい福祉サービス
の充実

新規参画 ・連携市町の新規参画(東彼杵町・川棚町・波佐見町)

20 療育機能の改善 新規参画 ・連携市町の新規参画(波佐見町)

40
広域圏サポーターの
創出

事業内容の拡充 ・企業紹介を含めた特設移住サイトのリニューアル等を行う。



２ 連携事業への新規参画等について

自治体名 参画の有無 参画事業
懇談会での

協議
協議会での

承認
協約の変更

(議決)

平戸市 無
―

― ― ―

松浦市 無 ― ― ― ―

西海市 無 ― ― ― ―

東彼杵町 有り №19 障がい福祉サービスの充実 要 要 不要

川棚町 有り №19 障がい福祉サービスの充実 要 要 不要

波佐見町 有り
№19 障がい福祉サービスの充実
№20 療育機能の改善

要 要 不要

小値賀町 無 ― ― ― ―

佐々町 無 ― ― ― ―

新上五島町 無 ― ― ― ―

伊万里市 無 ― ― ― ―

有田町 無 ― ― ― ―

（１）新規参画にかかる手続きについて



箇所 変更前 変更後

P22 

●既存事業「№19 障がい福祉サービスの充実」に東彼杵
町、川棚町、波佐見町を追加

（２）西九州させぼ広域都市圏ビジョン（具体的取組み編）の変更点について

※表中に記載のページは変更後の都市圏ビジョンのもの



箇所 変更前 変更後

P23

●既存事業「№20 療育機能の改善」に波佐見町を追加



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊 有

ア 圏域全体の経済成長のけん引
a 産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

1
創業支援の
連携

・佐世保市産業支援セン
ター内に設置しているイン
キュベーション（創業支援
施設）への圏域内関係自治
体内の創業希望者も入居の
対象とするなど、圏域内で
の広域展開（拡充）を行
う。

2.8
維持

・継続

・市町担当部局及び各商工
会議所・商工会と連携を深
めながら、広域圏での創業
の機運醸成を図る。

・インキュベーション施設
の共同利用推進。
・各市町で開催されている
ビジネスプランコンテスト
の共同開催に向けた協議、
及び創業関連セミナーやイ
ベントを共同開催する。

● ●●●●● ● ●

b 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

2
農水産物等
特産品販路
拡大

・西九州圏域の農水産物の
認知度向上、市場への定着
を目的とした、情報発信、
バイヤー等向けの産地ツ
アー、国内外でのフェア、
商談の機会の創設等を行い、
販路拡大に向けた取組を実
施する。

3.4 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「参画市町のさらなる拡大、
事業拡充の検討」となって
いたが、不参加の市町から
は参画が難しいとの回答が
あったもの。
・事業内容については、従
前のとおり販路拡大に向け
て活動を継続するとともに
当初計画のとおり自走に向
けて準備・試行を行ってい
くため維持することとして
いる。

・引続き西九州圏域の農水
産物の認知度向上と市場へ
の定着を目的とした情報発
信やバイヤー等向けの産地
ツアー（視察商談）、国内
外でのフェア、商談の機会
の創設等を行い販路拡大に
向けた取組を実施するとと
もに、自走の仕組みの準備
と試行を進めていく。

●●● ● ● ● ●

３ 連携事業 中間評価・事業検討結果一覧



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

3
道の駅広域
連携

・圏域内の道の駅が共通パ
ンフレットによる観光情報
の情報発信等により連携す
ることで、道の駅の認知度
の向上と観光客をはじめと
する来訪者の回遊性の向上
を図る。

2.7 
維持

・継続

・維持・継続を基本として、
経済対策関連事業との相乗
効果を狙い、人口の交流を
促進する。

・次の道の駅で使えるクー
ポンの配布による、周遊に
つながる取り組みの実施

● ● ●

4
共同物産展
の開催

・佐世保市の中心市街地で
開催されている既存イベン
トを活用して、連携市町か
らの出展による共同物産展
を開催し、圏域内での各市
町の特産品の認知度向上と
販路拡大に向けた支援を行
う。

3.8 
維持

・継続

・市内での継続実施とし、
コロナの感染状況により試
食の実施や、各地域グルメ
の出展を含めた開催とする。

・イベント性を高め更なる
集客を図るため、グルメ等
を含めたより多種な商品が
出品可能なイベントとする。
・令和６年度以降の展開と
して、市外での実施に向け
た展開の協議をおこなう。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

c 戦略的な観光施策

5
広域連携に
よる周遊観
光の推進

・マーケティング分析とと
もに満足度調査等を行う。
・訪日外国人観光客向けの
情報発信ツールの作成と情
報発信やマーケティング調
査などを踏まえたインバウ
ンドセールスなどを実施す
る。

3.3
維持

・継続

・中間評価では、新型コロ
ナウイルス感染症の長期化
により、インバウンド再開
時期が見込めず成果設定が
難しい状況にあるが、コロ
ナ収束後に向けた継続的な
プロモーションが必要とい
う評価。
・今後とも、マーケティン
グに基づくインバウンド向
けの観光施策を展開する。

・インバウンド向け情報発
信の継続
・寄港地観光商品の開発

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐 新 伊 有

イ 高次の都市機能の集積・強化
a 高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

6
クルーズ船
入港体制整
備

・官民が連携し、ゲート
ウェイ機能を有した国際ク
ルーズ拠点形成による観光
都市機能の強化を図り、観
光客の増加、地域経済の活
性化を目指す。

2.3 
維持

・継続

・コロナ禍により供用開始
には至っていないが、浦頭
地区における国際クルーズ
拠点整備は完了している。

・受け入れ体制が確保され、
周遊観光による観光客の増
加及び地域活性化が期待さ
れていることから、インバ
ウンドの回復に向けた周観
光の強化を図る。

● ●●●●●●●● ● ● ●

7
特定複合観
光施設（IR）
誘致推進

・長崎県と連携し、区域認
定申請に向けた準備や国な
どの関係機関への働きかけ
等を行い、長崎県・佐世保
市のポジションの向上を図
るとともに、本市への特定
複合観光施設（ＩＲ）誘致
実現を目指す。

2.9 拡充

・R4年度の秋～冬頃に区
域認定が得られた場合、圏
域全体の交流人口の拡大及
び定住人口の増加に資する
施策を具体的に立案し実行
していくフェーズに入るこ
とが想定されため「拡充」
としている。

・ＩＲ関連セミナーやイベ
ントの開催など、連携市町
へ積極的に情報共有を行う
とともに、連携手法につい
てＩＲ事業者も交えながら
協議検討を行う。

● ●●●●●●●● ● ● ●

8
名切地区再
整備

・「名切地区まちづくり構
想」に掲げるゾーニングの
考え方に基づき、中心市街
地における賑わいの創出や
憩いとアクティビティー空
間の形成といったゾーンご
との方針に資する土地利用
を行う。

2.2 
維持

・継続

・R4年度に屋内遊び場の
供用が開始し、事業完了と
なっている。

・名切地区内のその他の施
設につき、利活用の検討及
び調整を進める。
・中央公園のPRを行うと
ともに、イベントの開催時
など、連携市町へ積極的に
情報共有を行う。

● ●●●●●●●● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

9
俵ヶ浦半島
開発

・俵ケ浦半島において、九
十九島等の自然景観を眺望
できる観光公園として整備
を行う。

2.0
維持

・継続

・事業の完了(都市公園と
して一部供用開始)したも
のの、コロナ禍によって官
民連携事業(団体観光向け
の飲食、物販、体験施設)
を凍結しており、他の活用
策や動植物園の移転の可否
判断を行い、九十九島観光
の新しい拠点としての整備
を検討する。

・コロナ禍によって凍結し
た官民連携事業(団体観光
向けの飲食、物販、体験施
設)に代わる活用策の検討。
・動植物園移転の可否判断。

●●●●●●●●● ● ● ●

c その他、都市機能の集積・強化

10

大学等によ
る地域課題
解決に向け
た研究の推
進

QSPと都市圏との連携体制
を構築し、地域課題解決に
向けた共同研究など相互間
連携を促進する。
①連携市町との定期的な連絡
会議開催による情報共有
②QSPとの窓口及びQSP事業
に関する協力・支援
③共同研究の実施（圏域の課
題、各市町の課題）

2.3 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「見直しを検討」となって
いたが、大学プラット
フォーム(QSP)との連携が
十分に図れていないことに
よるものであり、連携が図
れれば地域課題解決につな
がる事業であるとの評価結
果である。そのため、事業
を継続し、十分な連携が図
れるよう取り組んでいくも
のとする。

・圏域内の地域課題の抽出、
研究手法等の検討

●●●●●●●●● ● ● ●

11
世界遺産の
保全活用

・平成30年7月に、世界文化
遺産に登録された「長崎と天
草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」の構成資産の保全・活
用を図る。
【構成資産】
平戸の聖地と集落（春日集落
と安満岳）、平戸の聖地と集
落（中江ノ島）、野崎島の集
落跡、頭ヶ島の集落、黒島の
集落

3.5 
維持

・継続

・R5年度は世界遺産登録5
周年を迎えるため、講演会
やイベントなどの記念事業
を行い、更なる啓発促進を
進めていく。

・県や長崎市など構成資産
を所管してる他市町と連携
して世界遺産登録5周年記
念イベント等の事業を行う。

● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

12
工業団地の
造成・企業
誘致の推進

【平戸市】
・平戸市工業団地について、
各市町の団地分譲の基本的な
姿勢を踏まえながら、企業誘
致･立地活動の連携を図り、連
携地域内の人材確保策と合わ
せ誘致活動を実施する。
【松浦市】
・技術力の高い製造業や自動
車関連企業等をターゲットと
して、松浦市東部工業団地
（6,600㎡）及び平成30年10月
完成の堂山工業団地（約
10,000㎡）への早期企業誘致
の実現を図る。
【西海市】
・大島造船所に隣接する肥前
大島港を埋立て、工業団地を
造成する。当該事業により造
船関連企業を誘致し、新たな
雇用の確保を図る。
・事業内容：工業用地約
14.5haの造成
【伊万里市】
・七つ島工業団地など既存の
工業団地や新設する伊万里東
部（松浦地区）工業団地（仮
称）への製造業を中心とした
企業誘致のほか、女性や大学
新卒者、さらにはUIJターン希
望者の就業の受け皿となり得
るオフィス系企業の誘致を積
極的に推進する。
【有田町】
・有田町と佐賀県の共同によ
る新産業集積エリアとして、
工業用地約21haを確保し、大
規模企業等の誘致を推進する。

2.7 
維持

・継続

・工業団地の整備状況や誘
致体制等自治体ごとに状況
が異なり、企業誘致の性質
上自治体間競争となるため
連携が難しい。しかしなが
ら、企業誘致がもたらす地
域経済の活性化と雇用の創
出は、各自治体にとって喫
緊の課題であるため、それ
ぞれの自治体が持つノウハ
ウや企業情報等誘致に関す
る情報共有を図りたい。

・工業団地の造成・企業誘
致の推進を行うための情報
の共有化。

● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

13
圏域におけ
る交流拠点
機能の連携

【波佐見町】

・毎年ゴールデンウィーク期
間に開催する波佐見焼の祭典
であり、近隣で個々に開催し
ている陶器まつりを、圏域の
魅力として束ね情報を発信す
ることで、圏域内の人の交流
を促進する。
【伊万里市】
・市内大川内山において鍋島
藩窯の伝統を受け継ぐ窯元に
より開催される窯元市への集
客を図る。
【有田町】
・116回の伝統ある有田陶器市。
圏域市町においても同時期に
類似する陶器市が実施されて
おり、相互に連携したプロ
モーションを実施する。

3.3 
維持

・継続

・陶磁器産業の活性化を目
的として、互いにイベント
等の情報発信に努めること
はもとより、「やきもの」
でつながる市町として、各
取り組みの連携を深めるた
めの協議を行う。

継続して各市町の陶磁器関
連イベントを相互にPRし、
各窯元産地の活性化及び周
遊の拡大に努める。
・陶器市に関する情報発信
・テーブルウェアフェス
ティバルに関する情報発信

● ● ● ●

14
ポートセー
ルスの推進

・伊万里市と佐賀県伊万里
港振興会により、船社や荷
主等へ積極的にポートセー
ルスを行うことにより、伊
万里港のコンテナ取扱量の
拡大を図る。

1.0 
維持

・継続

・本事業において、させぼ
広域都市圏を含む行政との
連携は実態に即さないこと
から、本市単独で推進しつ
つも、情報交換など直接の
事業連携にこだわらない形
での連携を模索していく。
・本市としてはこれまでと
同様に、国内及び海外ポー
トセールスを実施し、伊万
里港の利用促進を図る。

・市町間で機会をとらえて
情報交換等を行う。

● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

15
再生可能エ
ネルギーの

推進

・伊万里市再生可能エネル
ギービジョンに基づく事業
や佐賀大学の海洋エネル
ギー研究センターとの連携
事業の実施により、再生可
能エネルギーの必要性を市
民に啓発しながら導入を推
進する。

2.0 
維持

・継続

【伊万里市再生可能エネル
ギービジョンに基づく事業】
・再生可能エネルギーの推進
については、カーボンニュー
トラル実現に向けた全体の取
組の中で検討を行う。再生可
能エネルギービジョンに基づ
く事業については、計画どお
りに事業が進捗していないな
どの課題があることから、今
後、環境基本計画の改定及び
地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）の策定を進める中
で、取り扱いについて検討を
行う。
【佐賀大学海洋エネルギー研
究センターとの連携事業】
・佐賀大学海洋エネルギー研
究所との事業連係により再生
可能エネルギーの必要性を市
民に啓発しながら導入を推進
する。

【伊万里市再生可能エネル
ギービジョンに基づく事
業】
・環境基本計画の改定及び
地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）の策定に向
けた市民からの意見聴取等
（～R６年度）
【佐賀大学海洋エネルギー
研究センターとの連携事
業】
・市民講座や小学生交流事
業の実施。

● ●

16
平戸城大規
模改修

・平戸観光のシンボルとし
て、年間６万人以上の観光
客を受け入れている。天守
閣及び各櫓やライトアップ
等のリニューアル、及び日
本100名城初の城の宿泊施
設整備を行う。

3.5
維持

・継続

・コロナ禍により、施設入
場者数及び城泊宿泊者数は
当初の計画よりも低くなっ
ているが、利用者からは高
評価をいただいており、中
間評価では、インバウンド
向けの商品造成・販売が期
待できるとの評価結果であ
るため、事業内容について
は維持・継続することとし
ている。

・引き続き平戸城を核とし
た市内観光資源のプロモー
ションに取り組み、インバ
ウンド向けの商品造成に努
めていく。

● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上
地域医療

17
地域医療の
確保に関す
る取組み

・初期から二次救急医療体
制を守るための地域課題を
抽出して検討を行い、市民
への普及啓発も併せ地域医
療を守るための取組みを行
う。

3.0 
維持

・継続

・医療機関の適正受診など
の市民啓発を継続し、救急
医療の現状について周知を
行う。
・長崎県北部地域における
共通課題である、医師の高
齢化や就労人口の減少など
による医療従事者の確保に
向けた取組の検討を行う。

・出前講座の実施。
・啓発ツール（カレン
ダー・リーフレット等）の
作成・配布。
・救急医療の現状について
周知。

● ● ● ● ● ●

介護

18
在宅医療・
介護連携推
進

・圏域内の多職種が連携し、
情報共有シートの共通化や、
圏域内で統一した研修等、
在宅医をサポートするため
の取組み行うことにより、
在宅医療・介護連携の推進
が図られ、圏域全体で支え
る仕組みづくりに取り組む。

3.7 
維持

・継続

・多職種向け研修会と市民
向け啓発講座を実施するこ
とにより、在宅医療・介護
連携の推進、ひいては圏域
全体のレベルアップを図る。
・各市町の取組を圏域内で
情報共有し、エンディング
ノートの活用やACP（アド
バンス・ケア・プランニン
グ）の啓発など、市民啓発
に取組んでいく。

・多職種向け研修会、市民
向け啓発講座の実施。

● ● ● ● ● ● ●

福祉

19
障がい福祉
サービスの
充実

・障がい福祉サービス利用
者は、広域の事業所を利用
していることから、圏域の
事業所の質の充実を図るた
め、サービス提供事業所や
福祉事務所向けの研修会
（制度周知・事例研究等）
等を実施する。

3.8 拡充

・連携市町からも連携によ
る効果が一定以上あるとの
評価をいただいているため、
今後も継続して実施してい
く。なお、現在連携してい
ない市町から参画の意向が
あれば拡充していきたい。

・障がい福祉サービス事業
所研修（基礎、専門）、虐
待防止研修、就労関係研修、
障害児関係研修を実施する
予定。

● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

20
療育機能の
改善

・療育に関わる問題解決の
ために、子ども発達セン
ター医師及び各医療専門職
が、各種学習会などを開催
し、積極的に同センターの
スキルや能力の提供を広域
的に行うことで、市外療育
関係者のスキル向上を図
る。

3.5 拡充

・参加市町においては一定
の事業効果を実感いただい
ている状況と考える。引き
続き、基本的な療育技術の
共有と参加者同士の連携に
寄与できる内容を、参加市
町からのご意見も踏まえな
がら実施していく。

・基本的にはこれまでに構
築した事業メニューの枠組
みを踏まえながら、ここま
での知見共有の蓄積や、参
加者の要望、時機に即した
内容で継続的に実施する。

● ● ● ● ● ● ●

21

病児・病後
児保育室の
利用に関す
る連携

・連携自治体居住者が圏域
にある病児・病後児保育施
設の相互利用を可能とし、
居住地や勤務先に近い施設
を利用できるなど、利用者
の需要に合わせたサービス
の提供を行う。

3.5 
維持

・継続

・事業に参加している連携
市町10のうち、佐世保市
を含む2市町が「拡充」、
8市町が「維持」と回答し
ている。事業内容としては
従来通りの活動を維持しつ
つ、周知広報を拡充する。

・現事業の継続
・周知広報の拡充

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

22

幼児教育セ
ンターの
サービス提
供

・圏域内における乳幼児教
育・保育の質の向上を目指
した職員向けの研修・講演
会、市民向けの講演会等の
合同開催を行う。

3.4 
維持

・継続

・新型コロナウイルス感染
状況を見極めながら、圏域
内における乳幼児教育・保
育の質の向上をより一層図
れるよう研修会等の合同開
催を行う。

・新型コロナウイルス感染
の状況により、協力体制や
参加人数等をその都度検討
した上で実施する。
・講座等の開催方法（オン
ライン等）により、連携が
可能な事業がないか検討す
る。

● ● ● ● ● ● ● ●

23

ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの充
実

・圏域内のファミリー・サ
ポート・センターにおいて、
会員の資質向上のため、会
員養成講座や研修会の相互
受講、また、事業未実施の
自治体に対する立ち上げ支
援による圏域での事業普及
を図る。

2.6
維持

・継続

・中間評価においては事業
の見直しを検討としている
が、評価の要因にコロナの
影響によるものがあるため、
実施方法の見直し（オンラ
イン化等）を行い事業の維
持・継続を行う。

・会員養成講座のオンライ
ン開催（各市町間相互受
講）
・スキルアップ研修会のオ
ンライン開催（各市町間相
互受講）
・事業開始支援講習会の開
催

● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

教育・文化

24

図書館相互
レベルアッ
プ（研修・
講習会の共
同開催）

・圏域の図書館職員を対象
とした研修の共同開催や、
図書館利用者を対象とした
講習会を開催する。

3.8 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「参加市町のさらなる拡大、
事業拡充の検討」となって
いるが、ここ３年間の参加
状況をみていると、すべて
の構成市町の職員・スタッ
フの参加が十分にある状況
ではないため、現状におい
ては、事業の維持・継続が
妥当と考える。

・年１～２回を目途に開催
する。（終了後にはなるべ
く職員間での意見交換の場
を設けて、情報共有の促進
を図る。）

● ● ● ● ●

25

図書館相互
利用サービ
ス（利用者
登録・貸
出）

・圏域内図書館の相互利用
（利用者登録・貸出）を行
う。

2.7 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「見直しを検討」となって
いるが、構成市町の半数以
上が連携による効果が一定
あるとしており、佐世保市
を核とした広域利用を展開
することは利用者サービス
向上のため一定の効果があ
ると考えられるため、事業
の維持・継続を行う。

・現事業の継続 ● ● ● ● ● ● ●

26

図書館相互
利用サービ
ス（貸出・
返却の配送
サービス）

・圏域内の図書館間の貸
出・返却資料の配送を行う。
①行政区域外図書館所蔵の
資料の地元図書館への取寄
せ・貸出
②行政区域外図書館窓口で
借りた資料の地元図書館で
の返却

2.9 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「見直しを検討」となって
いるが、構成市町９のうち
７自治体が連携による効果
が一定あるとしており、事
業開始から３年経過し、地
元での返却が一定程度は浸
透してきたと考えられるた
め、事業の維持・継続を行
う。

・現事業の継続 ● ● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

27
子どものた
めの音楽鑑
賞体験教室

・小学校5年生全員を対象
とした、プロのオーケスト
ラ鑑賞体験「子どものため
の音楽鑑賞体験教室」を圏
域へ拡大し、鑑賞機会の充
実を図る。

1.0 
維持

・継続

・令和2-3年度は、新型コ
ロナ感染症拡大の影響で事
業は中止となったが、令和
4年度は、佐々町と初めて
連携のもと事業実施し、一
定の評価を得ることができ
た。また、他自治体への事
業紹介用の動画を制作した
ことを踏まえ、評価の方向
性のとおり佐々町以外の連
携市町の拡大に努めながら、
事業を継続する。

・プログラム内容深化を図
る（音楽以外の芸術ジャン
ルの取り込み等）。
・九文小学校の参画（令和
５年度に一期生が５年生に
進級）
・佐々町との連携継続
・連携市町の拡大

● ●

28
島瀬美術セ
ンター特別
展開催

・佐世保市が実施する島瀬
美術センター特別展（年に
１回程度テーマを設定し、
質の高い展示）の広域展開
を行う。

3.0 
維持

・継続

・Ｒ２「ロートレック展」、
Ｒ３「ゴジラシリーズを支
えた特撮映画美術監督 井
上泰幸展」ではコロナ禍で
の開催となり、積極的な案
内が難しい面もあったが、
多くの連携市町においては
「中学生が質の高い芸術作
品を鑑賞できる貴重な機
会」との評価を頂いており、
引き続き事業の継続と内容
についても様々なジャンル
を検討していく。

・事業については内容未定。
・連携市町については現行
維持。

● ● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

地域振興

29
栽培漁業の
広域連携

・水産センターを活用し、
栽培漁業の推進による水産
資源の維持・確保のため、
関係市町への「余剰種苗の
提供」から「計画生産」に
移行し、種苗供給の安定化
を目指す。

3.6 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「維持・継続」となってお
り、担当者会議においてす
べての連携市町が従前どお
りの活動を希望するとの評
価結果であったため、令和
5年度以降の方向性も「維
持・継続」とする。
・事業内容についても、従
前どおりカサゴおよびヒラ
メの標識放流を行う。

従前どおりの事業規模およ
び内容を継続

● ● ● ● ●

30

自治体
PPS(新電力
会社）によ
る域内経済
循環

・新電力会社（第3セク
ター）を設立し、圏域内の
公共施設や民間事業者への
電力供給による収益（富）
を域内に留めるとともに、
収益について、圏域内各市
町の課題解決に寄与し、圏
域の活性化に繋がる事業の
展開に充当する。

3.3
維持

・継続

・電力供給について、令和
４年１０月以降、新単価で
の供給体制を予定している。
一方でNSPで供給困難な施
設については最終保障供給
約款への移行を推奨せざる
を得ず、電力市場や国の施
策の動向についても不透明
であることから、まずは圏
域内に可能な限り安定して
供給できる体制構築が最優
先事項と考える。
・省エネ診断等域内への地
域貢献事業については、実
現可能性が高くニーズがあ
る事業について適宜連携市
町へ提案するよう、市とし
てNSPに指示していく。

・電力供給：適宜電力市場
の動向等について連携市町
に対して情報共有
・地域貢献事業：供給先自
治体からの相談に応じて、
省エネ診断等を検討

● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

31
新規漁業者
等就業支援

・新規就漁者等への研修
（着業後の技術支援等）や、
若年漁業従事者等の交流
（親睦、情報交換）、新規
就漁者等への情報提供（中
古漁船情報等）を行う。

2.7 
維持

・継続

・既存事業維持（研修会の
開催）
・受け入れ側へのアンケー
トの実施と連携市町での共
有

・既存事業の維持継続 ● ● ●

32

水産資源の
増殖対策及
び漁業生産
環境等改善

・市町が実施している栽培
漁業（種苗放流）及び漁場
環境調査等を共同して実施
することで、接続する漁場
全体の生産環境改善および
漁業者の所得向上を図る。

3.8 
維持

・継続

・協同した種苗放流、水底
質調査の継続
・種苗放流効果調査の実施

・既存事業の維持継続 ● ● ● ● ●

災害対策

33

災害時にお
ける相互応
援体制の確
立

・自治体が災害により被災
し、独自では災害応急対応
が困難な場合に、水や食料
等の物資の提供、応援職員
の派遣、広域における避難
所開設などの応援体制によ
り、被災住民への迅速な支
援を行う。

3.1 
維持

・継続

・大規模災害時の応急対応
は自治体単独では困難であ
るため、広域都市圏の連携
体制を継続していく必要が
ある。

・連携中枢都市圏（防災部
門）連絡調整会議
※研修会の日程に抱き合わ
せで対面会議を実施し費用
削減を図る。（オンライン
研修の場合はオンライン会
議に置き換える。）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

34

防災行政に
関する情報
の共有及び
職員の資質
向上

・防災に係る定期会議開催
による情報共有、圏域職員
の知識・技能等、資質向上
を目的とした研修会や訓練
等を企画実施する。

3.6 
維持

・継続

・多発・激甚化する自然災
害への備えとして、連携都
市全体として更なる防災力
の強化を図る。

・令和5年度は「市町の防
災力強化研修（災害対策本
部における情報処理、避難
指示等の判断、要配慮者・
避難行動要支援者への対応、
福祉避難所の設置・運
営）」についてのワーク
ショップ形式研修会、若し
くは被災自治体への視察研
修等（東彼杵町からの提
案）の事業化を検討。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

環境

35

エコアク
ション21
（事業所に
おける環境
マネジメン
トシステム
の取得促
進）

・圏域内事業者の環境意識
の向上や環境活動につなげ
るため、事業者向けセミ
ナー開催により、国が推奨
する環境マネジメントシス
テム「エコアクション
21」の取得促進に努める。

2.3 
維持

・継続

・中間評価結果として、事業
の見直しを検討することが必
要であり、各市町からは参加
者の拡充が必要であるとの評
価だった。
・今後は、新たな周知先や広
報手段を検討する必要がある。

・周知先、広報手段の拡充
・市町と連携した案内セミ
ナー、取得セミナーの開催

● ● ●

36

親子でエコ
チャレンジ
（家庭にお
ける地球温
暖化対策）

・圏域内の小学校や児童ク
ラブを対象に家庭で取り組
めるエコ活動の普及促進に
より、環境意識の向上を図
る。

3.2 
維持

・継続

・中間評価結果として、各市
町からは効果を実感している
との評価結果であった。
・反面、本市（取りまとめ
役）としての集計、報告書作
成、参加賞購入などの事務負
担が増となっている。
・今後は、各市町と協議を行
い役割分担、フローの見直し
を行う必要がある。

・各市町との役割分担、業
務フローの見直し
・エコチャレンジシートの
配布、集計
・親子でエコチャレンジ報
告書の作成

● ● ● ● ●

地域公共交通

37

海上交通
（航路）の
維持・活性
化

・佐世保～上五島航路の利
便性の高いダイヤ形成や利
用促進について、情報交換
や協議調整を行う。

3.7 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「参画都市の更なる拡大、事
業拡充の検討」となっている
が、当該事業については、上
五島航路に限定した連携事業
であるため、参画都市の拡大
は不要とする。また、上五島
航路に係る情報共有や意見交
換の場（県への要望等を含
む）として実施している事業
であるため、事業拡充も現時
点においては不要とし、今後
の協議において整理する。

・オンライン会議や会合等
による定期的な協議の実施

● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

ICTインフラ整備

38

オープン
データ利活
用の推進に
係る取組み

・圏域を形成する市町の
オープンデータ提供サイト
を構築し、圏域全体でオー
プンデータの提供に取り組
むことにより、地域横断的
なデータの利活用を促進す
る。

3.4
維持

・継続

・中間評価では「参画市町
のさらなる拡大、事業拡充
の検討」となっていたが、
長崎県全体の取り組みであ
る「ながさきSociety5.0推
進プラットフォーム」への
統合による高度化を検討し
ていくことから、令和5年
度中は維持・継続を行う

・現在登録されている情報
の質を向上させる。
・引き続き内部事務の効率
化や民間利用につながる
データのオープンデータ化
を推進する
・オープンデータ活用につ
ながる情報共有・協議を行
う
・活動内容を「ながさき
Society5.0推進プラット
フォーム」の動きを注視し
ながら活動の統合へ向け調
整する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

39
情報通信イ
ンフラの共
同利用

・各市町個別で調達・運用
している業務システム等の
共同利用により、各市町の
経費負担削減と事務軽減を
図る。

2.2 
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「見直しを検討」となって
いたが、１０自治体のうち、
８自治体が維持、２自治体
が縮小を選択。
・協議の結果、国が推進す
る基幹系業務システムの標
準化の動向の注視・情報共
有の継続が必要との意見が
多数あったため、維持・継
続とする。
・令和５年度中には今後の
事業内容について検討・決
定する。

・国が推進する基幹系業務
システムの標準化の動向の
注視・情報共有をしつつ、
自治体クラウド導入を継続
するか検討する。
・基幹系業務システム以外
で共同利用できるものにつ
いても検討する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

地域内外の住民との交流・移住促進

40
広域圏サ
ポーターの
創出

・させぼ移住サポートプラ
ザを事務局として、広域圏
サポーター（応援隊）創出
の取組みを進め、移住へ繋
げるための圏域の情報発信、
サポーターのニーズに応じ
た個別移住体験ツアーの実
施や、首都圏域での共同移
住相談会を開催し圏域移住
者の増を図る。

3.8 拡充
・参画市町のさらなる拡大、
事業拡充の検討

【移住推進分野】
・企業紹介を含めた特設移
住サイトのリニューアル
・全国の移住希望者との接
点を増やす取組を推進
・広域都市圏オンライン相
談会の実施
【人口創出・拡大分野】
・将来の移住に繋がる関係
人口を増やす取組を推進
・広域圏周遊型ワーケー
ションツアー造成・受入

● ● ● ● ● ● ● ● ●

41
移住・定住
連携窓口の
広域圏活用

・連携自治体の広報パンフ
等展示、イメージ動画の放
映、移住相談受付、移住定
住イベントの共同実施等を
行う。

3.4 
維持

・継続

・全市町の参画済みであり、
事業内容からも取り組みを
継続していくもの。

・ふるさと納税カタログや
佐世保時間の移住紹介ペー
ジにおいて、広域圏の取組
をPR
・マンスリー企画として、
期間ごとに構成市町をク
ローズアップし、集中して
PRする企画を実施

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

42
婚活サポー
ト推進

・各市町が共通して利用で
きる婚活マッチングシステ
ムの構築によるお見合い支
援や、各市町が実施する婚
活イベント情報の共有化
（一元化）と情報発信、婚
活セミナー等の合同開催を
行う。

2.8
維持

・継続

・中間評価結果の方向性は
「見直しを検討」となって
いたが、連携市町６のうち
５自治体が連携の効果を実
感しているとの評価であっ
たので、独身者を対象とし
たセミナー及び交流会の開
催を行い、引き続きイベン
ト等の情報共有・発信、定
期的な意見交換会を行う。

・連携市町での独身者への
イベント、セミナーの開催
・引き続き、イベント等の
情報協共有・発信・オンラ
イン会議を利用した意見交
換会の開催
・マッチングシステムの見
直し

● ● ● ● ● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

人材の育成

43
男女共同参
画推進啓発

・佐世保市男女共同参画推
進センター「スピカ」を拠
点とし、講演会やセミナー
等の企画や、各市町での出
前講座の開催、各市町主催
の講演会の情報提供等、男
女共同参画の意識啓発を推
進する。

2.7 
維持

・継続

・中間評価の結果は「事業
の見直しを検討」となって
いるが、連携市町10のう
ち7自治体が「効果が一定
がある」との評価結果であ
るため、感染状況や自治体
の状況に応じた手法を検討
し、事業を継続して行いた
い。

・佐世保市男女共同参画推
進センター「スピカ」を拠
点とし、住民向けセミナー
や講演会等を各市町と連携
し実施または情報提供を行
い、男女共同参画の意識啓
発を推進する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

圏域内市町村の職員等の交流

44

人事交流制
度による職
員のスキル
アップ・意
識醸成

・行政課題の克服や、ノウ
ハウの蓄積に寄与する分野
のマッチングを行い、連携
市町間での人事交流を行い、
実務を通じて人材育成や業
務ノウハウの習得を行う。

1.7 
維持

・継続

・制度の構築等の検討を要
するが、本市を含め、新型
コロナウイルス感染症の対
応や、欠員状況から実施が
困難である。また、その他
の課題を検討し、実施又は
中止からの判断をしていく
もの。

・人事交流の制度構築の検
討を行い、実施の可否を判
断するもの

●●●●●●●●● ●●

45

教職員研修
の共有連携
（教育セン
ター研修の
活用）

・人事異動方針により佐世
保市と同一地域とされる４
町の教員に対し、佐世保市
教育センターで開催する夏
季研修の一部を共有し、研
修の機会を増やす。

3.8 
維持

・継続

・夏季研修講座の共有の継
続・実施に向けて、総合教
育センターの駐車場等につ
いて、清水地区コミュニ
ティセンターと少年科学館
との連携調整を可能な限り
図っていく。

・佐世保市教育センターで
開催する夏季研修講座の一
部共有の実現

● ●●● ●



№ 事業名 事業概要
中間
評価点

事業検討
結果 事業検討の方向性の考え方 R5実施概要 佐

連携市町

平松西東川波小佐新伊有

圏域マネジメント能力の強化

46

公民連携プ
ラット
フォームの
形成

・佐世保市が保有するPPP
プラットフォーム機能の広
域展開を図ることにより、
圏域全体での公民連携を促

進する。

2.7 
維持

・継続

・評価が低かった自治体に
おいては、参加実績がなく
効果を実感できていないこ
とが要因と考えられる。
・一方で参加実績がある自
治体からは、PPP/PFIの知
識や情報の習得に貢献した
と概ね高い評価を得られて
いるほか、広域圏でプラッ
トフォームが果たす役割の
重要性について評価するコ
メントもある。
・参加しやすい環境の整備
やメニューの充実等を図り
ながら継続していきたい。

・PPPプラットフォームを
活用した具体的な案件形成
の促進（サウンディング）
・PPP/PFIの案件形成に向
けた実践講座等を開催（セ
ミナー、自治体職員間の意
見交換会等）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●


